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第６５号議案 

安城市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和３年１１月３０日提出 

安城市長 神 谷 学 

安城市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 安城市職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

附則第２条第２項中「第２１条第４項及び第２２条第３項の」を「第２１条第

２項及び第４項並びに第２２条第３項の」に、「と、第２１条第４項」を「と、

第２１条第２項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の１１２．５

」と、同条第４項」に改める。 

第２条 安城市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

 附則第２条第２項中「１００分の１１２．５」を「１００分の１２０」に改め

る。 

附 則 

この条例は、令和３年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和

４年４月１日から施行する。 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、愛知県人事委員会勧告に伴う県費負担教員の期末手当の

改定に準じ、市費負担教員の期末手当を改定する必要があるため。 
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第６６号議案 

安城市職員退職年金、退職一時金等に関する条例及び安城市職員退職

年金等の特別措置に関する条例を廃止する条例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和３年１１月３０日提出 

安城市長 神 谷 学 

安城市職員退職年金、退職一時金等に関する条例及び安城市職員退職

年金等の特別措置に関する条例を廃止する条例 

次に掲げる条例は、廃止する。 

（１）安城市職員退職年金、退職一時金等に関する条例（昭和２９年条例第１６号

） 

（２）安城市職員退職年金等の特別措置に関する条例（昭和４６年条例第７号）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、条例の適用を受ける者への給付が終了したことに伴い、

必要があるため。 
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第６７号議案 

安城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和３年１１月３０日提出 

安城市長 神 谷 学 

安城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

安城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成２６年安城市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

目次中
「

「

に改める。 を
第４章 雑則（第５３条）

附則
」 附則 

」

第５条第２項から第６項までを削る。 

第３８条第２項を削る。 

第４２条第１項第３号中「この号」の次に「及び第４項第１号」を加える。 

本則に次の１章を加える。 

第４章 雑則 

（電磁的記録） 

第５３条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、

副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記

載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）により行うこと

が規定されているものについては、当該書面等に代えて、当該書面等に係る電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるも
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のをいう。以下この条において同じ。）により行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出につい

ては、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書面等の交

付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、教育・保育給付認定保護者

の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」

という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機

と、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。）を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条におい

て「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合において、

当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交付し、又は提出したものとみなす。 

（１）電子情報処理組織を使用する方法のうち、次のア又はイに掲げるもの

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認定保護

者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信

者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定保護者の閲覧

に供し、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機に備えられた当

該教育・保育給付認定保護者のファイルに当該記載事項を記録する方法（電

磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあ

っては、特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルにその旨を記録する方法）

（２）磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の

事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに記載事

項を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者がファイルへの記録を出

力することによる文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しようとすると

きは、あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護者に対し、

その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法に

よる承諾を得なければならない。 

（１）第２項各号に掲げる方法のうち、特定教育・保育施設等が使用するもの
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（２）ファイルへの記録の方式

５ 前項の規定による教育・保育給付認定保護者の承諾を得た特定教育・保育施設

等は、当該教育・保育給付認定保護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方

法による提供を受けない旨の申出があったときは、当該教育・保育給付認定保護

者に対し、第２項に規定する記載事項の提供を電磁的方法によってしてはならな

い。ただし、当該教育・保育給付認定保護者が再び前項の規定による承諾をした

場合は、この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意の取得

について準用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又は提出」とあ

り、及び「書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」という。

）」とあるのは「書面等による同意」と、「第４項」とあるのは「第６項におい

て読み替えて準用する第４項」と、「提供する」とあるのは「得る」と、「書面

等を交付し、又は提出した」とあるのは「書面等による同意を得た」と、同項第

１号イ及び第２号中「記載事項」とあるのは「同意に関する事項」と、同項第１

号イ中「提供を受ける」とあるのは「同意を行う」と、「受けない」とあるのは

「行わない」と、同項第２号中「交付する」とあるのは「得る」と、第３項中「

前項各号」とあるのは「第６項において読み替えて準用する前項各号」と、第４

項中「第２項の」とあるのは「第６項において読み替えて準用する第２項の」と、

「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と、「記載事項を提供す

る」とあるのは「同意を得ようとする」と、同項第１号中「第２項各号」とある

のは「第６項において読み替えて準用する第２項各号」と、前項中「前項」とあ

るのは「次項において読み替えて準用する前項」と、「提供を受けない」とある

のは「同意を行わない」と、「第２項に規定する記載事項の提供」とあるのは「

この条例の規定による書面等による同意の取得」と読み替えるものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定

子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準の改正に伴い、必要があるため。 

-7-





第６８号議案 

安城市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和３年１１月３０日提出 

安城市長 神 谷 学 

安城市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

安城市国民健康保険条例（昭和３４年条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項中「４０４，０００円」を「４０８，０００円」に改める。 

附 則 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

２ 改正後の第５条第１項の規定は、この条例の施行の日以後の出産に係る出産育

児一時金について適用し、同日前の出産に係る出産育児一時金については、なお

従前の例による。 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、産科医療補償制度における掛金の額の見直しに伴い、出

産育児一時金の支給額を改定する必要があるため。 
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第６９号議案 

安城市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和３年１１月３０日提出 

安城市長 神 谷 学 

安城市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

安城市印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和５０年条例第１０号）の一部を次

のように改正する。 

第９条第２項中「のち」を「後」に改め、同条第３項を削り、同条の次に次の２

条を加える。 

（電子情報処理組織による印鑑登録証明書の交付申請） 

第９条の２ 安城市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成

１８年安城市条例第７号）第３条第１項の規定により、同項に規定する電子情報

処理組織を使用して印鑑登録証明書の交付を申請するときは、前条第１項の規定

にかかわらず、印鑑登録証を添えることを要しないものとする。 

２ 前項に規定する申請は、登録者が自らこれを行わなければならない。 

３ 市長は、第１項に規定する申請があったときは、前条第２項の規定にかかわら

ず、当該申請に係る事項と印鑑登録原票の登録事項とを照合し、当該申請が適正

であることを確認した後、当該申請をした者に印鑑登録証明書を交付するものと

する。 

（多機能端末機による印鑑登録証明書の交付申請） 

第９条の３ 登録者は、個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規

定する個人番号カードをいう。）に記録された利用者証明用電子証明書（電子署

名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年
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法律第１５３号）第２２条第１項に規定する利用者証明用電子証明書をいう。）

を利用して多機能端末機（本市の電子計算機と電気通信回線で接続された端末機

で、印鑑登録証明書の自動交付を行う機能を有するものをいう。）に暗証番号そ

の他必要な事項を入力することにより、印鑑登録証明書の交付を申請し、その交

付を受けることができる。 

第１１条第１号中「第９条第３項の規定による申請」を「第９条の２第１項又は

第９条の３の規定を適用する場合」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、印鑑の登録を受けている者が、印鑑登録証明書の交付を

オンラインで申請できるようにする上で必要があるため。
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第７０号議案 

安城市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和３年１１月３０日提出 

安城市長 神 谷 学 

安城市手数料条例の一部を改正する条例 

安城市手数料条例（昭和３９年条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

別表第４長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第

５条第１項に規定する長期優良住宅建築等計画の認定申請手数料の項中「長期優良

住宅建築等計画」の次に「（以下この表において「長期優良住宅建築等計画」とい

う。）」を加え、「長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項各号（第

３号を除く。）に掲げる基準に適合することについて登録住宅性能評価機関（住宅

の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第５条第１項に規定

する登録住宅性能評価機関をいう。以下この表において同じ。）が証する書類」を

「住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第６条の２第

５項に規定する確認書若しくは住宅性能評価書又はこれらの写し（以下この表にお

いて「確認書等」という。）」に、 

「 

（２）住宅の品質確保の促進等に関

する法律第６条第１項に規定す

る設計住宅性能評価書（以下こ

の表において「設計住宅性能評

価書」という。）（断熱等性能

等級が表示されているものに限 

る。）が添付されている場合 

ア １戸建て住宅 ２２，５００円 を 
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イ １棟の総戸数が５以下の共

同住宅等 

６３，０００円を申

請戸数で除して得た

額 

ウ １棟の総戸数が６以上の共

同住宅等 

９６，６００円を申

請戸数で除して得た

額 

（３）前２号に掲げる場合以外の場

合 

」 

「 

（２）前号に掲げる場合以外の場合 に、 

」 

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項各号（第３号を除く。）に

掲げる基準に適合することについて登録住宅性能評価機関が証する書類」を「確認

書等」に改め、同表長期優良住宅の普及の促進に関する法律第８条第１項に規定す

る長期優良住宅建築等計画の変更認定申請手数料（同法第９条第１項の規定による

ものを除く。）の項中「第８条第１項に規定する」を「第６条第１項の認定を受け

た」に改め、「第９条第１項」の次に「又は第３項」を加え、「長期優良住宅の普

及の促進に関する法律第６条第１項各号（第３号を除く。）に掲げる基準に適合す

ることについて登録住宅性能評価機関が証する書類」を「確認書等」に、 

「 

（２）設計住宅性能評価書（断熱等

性能等級が表示されているもの

に限る。）が添付されている場

合 

ア １戸建て住宅 ８，２００円

イ １棟の総戸数が５以下の共

同住宅等 

２９，１００円を申

請戸数で除して得た

額 

を 

ウ １棟の総戸数が６以上の共

同住宅等 

４６，７００円を申

請戸数で除して得た

額 
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（３）前２号に掲げる場合以外の場

合 

」 

「 

（２）前号に掲げる場合以外の場合 に改める。 

」 

附 則 

この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、長期優良住宅の普及の促進に関する法律及び住宅の品質

確保の促進等に関する法律の改正に伴い、必要があるため。 
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第７４号議案 

指定管理者の指定について 

次のとおり指定管理者の指定をするものとする。 

令和３年１１月３０日提出 

安城市長 神 谷  学

記 

１ 公の施設 

（１）安城市福祉センターの設置及び管理に関する条例（平成３年安城市条例第１

４号）に規定する安城市総合福祉センター（安城市児童厚生施設の設置及び管

理に関する条例（昭和４３年条例第２７号。以下「児童厚生施設条例」という。

）に規定する安城市中央児童センターを除く。）、安城市北部福祉センター、

安城市西部福祉センター（児童厚生施設条例に規定する安城市西部児童センタ

ーを除く。）、安城市作野福祉センター、安城市桜井福祉センター、安城市中

部福祉センター及び安城市安祥福祉センター（児童厚生施設条例に規定する安

城市安祥児童センターを除く。） 

（２）安城市社会福祉会館の設置及び管理に関する条例（平成１７年安城市条例第

３７号）に規定する安城市社会福祉会館 

（３）児童厚生施設条例に規定する安城市中央児童センター、安城市西部児童セン

ター及び安城市安祥児童センター

２ 指定をする団体 

  社会福祉法人安城市社会福祉協議会 

３ 指定期間 

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

－提案理由－ 

 この案を提出したのは、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、必要

があるため。 
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第７５号議案 

指定管理者の指定について 

次のとおり指定管理者の指定をするものとする。 

令和３年１１月３０日提出 

安城市長 神 谷 学 

記 

１ 公の施設 

安城市中心市街地拠点施設条例（平成２８年安城市条例第２７号）に規定する 

安城市中心市街地交流多目的スペース及び安城市中心市街地イベント広場 

２ 指定をする団体 

トヨタエンタプライズ・キャッチネットワーク共同企業体

３ 指定期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

－提案理由－ 

 この案を提出したのは、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、必要

があるため。 
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第７６号議案 

指定管理者の指定について 

次のとおり指定管理者の指定をするものとする。 

令和３年１１月３０日提出 

安城市長 神 谷 学

記 

１ 公の施設 

安祥閣の設置及び管理に関する条例（昭和５４年安城市条例第１９号）に規定

する安祥閣 

２ 指定をする団体 

コニックス株式会社

３ 指定期間 

令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで 

－提案理由－ 

 この案を提出したのは、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、必要

があるため。 
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第７７号議案 

指定管理者の指定について 

次のとおり指定管理者の指定をするものとする。 

令和３年１１月３０日提出 

安城市長 神 谷 学

記 

１ 公の施設 

安城市都市公園条例（昭和５２年安城市条例第３８号）に規定する柿田公園及

び里緑地 

２ 指定をする団体 

エリアワン・エコネットあんじょうグループ

３ 指定期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

－提案理由－ 

 この案を提出したのは、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、必要

があるため。 

-23-


	065 人事課 安城市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について
	066 人事課 安城市職員退職年金、退職一時金等に関する条例及び安城市職員退職年金等の特別措置に関する条例を廃止する条例案
	067 保育課 安城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について
	068 国保年金課 国民健康保険条例の一部を改正する条例について
	069 市民課 安城市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例について
	070 建築課 安城市手数料条例の一部を改正する条例について
	074 社会福祉課 指定管理者の指定について
	075 アンフォーレ課 指定管理者の指定について
	076 生涯学習課 安祥閣指定管理
	077 公園緑地　柿田公園指定管理者議案
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ



